
将来予測を踏まえた今後の水供給

令和5年2月22日（水）

国立保健医療科学院 浅見真理、木村昌弘

シンポジウム「小規模水供給システム研究の進展」
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＜総務省資料https://www.soumu.go.jp/main_content/000807380.pdf＞ 3

■令和4年4月1日現在の全国1718市町村のうち
885！（今年度初めて半分を超す）

■過疎債においても簡易水道位置づけ

■公営企業の適用拡大新ロードマップ（R1→R5）

全国の過疎地域
（令和４年４月現在）



水道・水供給システムの区分
給水人口 区分 認可主体 運営主体 備考
5万人超

(※1)
（公営）
上水道事業

大臣認可
(※2)

県・市・企業団
など

公営企業的な
要素が強い

5,001人以上
～５万人以下

（公営）
上水道事業

都道府県認可 市町村 規模・場所に
より実は様々

101人以上
～５千人以下

簡易水道 都道府県認可 市町村 上水道との統
合が進むが
・・・

50（30）人
以上

飲料水供給施設
（公営）

市町村が設置 市町村 条例による

数軒程度 組合等 市町村が補助
（一部）

住民
（市町村職員に
よる助言が有
効）

飲料水供給施
設が出来た時
に、区域外に
なった地区な
ど

１家庭 飲用井戸
（個人井戸）

衛生部局・保
健所が指導

住民 衛生状態の管
理が課題

※1 特定水源水道事業以外のものは都道府県認可
※2 指定都道府県が認可主体となる場合もある

16万人程度→不明

300万人→統合により減少
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National Institute of Public Health

簡易水道事業体数の経年変化

（余湖、2022に浅見加筆）

町村合併、水道ビジョン、新水道
ビジョン、広域化による合併・統合
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＜ 他機関の研究を含む前年度までの研究＞
他の研究班の研究、地方
自治体の先進事例など

６．住民・民間等との連携
による水供給システムの維持
管理手法に関する検討

７．小規模水供給システ
ムの持続的な管理・支援
体制に関する検討

令和２年度厚生労働科学研究費補助金
小規模水供給システムの持続可能な維持管理に関する統合的研究

住民・民間等との連携、行政の支援体制

行政、関連団体との協力、
簡易水道等のデータ共有

技術的な
検討

実態調査、他の研究
班、行政、関連団体と
の協力、簡易水道等の

データ共有

５．効率的な水質管
理・水質検査のあり方

に関する研究

２．取水・送水・給水における
取水方法、管路の維持管理

方法に関する検討

３．簡便なろ過設備
及びその維持管理方
法に関する検討

４．小型紫外線消毒装置の
国内小規模水供給システムへ

の適用

８．効果的な情報共有のあ
り方に関する検討

１．水源や人口、地理状況
等を踏まえた維持管理手法

に関する検討

小規模水供給システムの安定性及び
安全性確保に関する

統合的研究（H29-31）

ホームページ・研究会・
シンポジウム・手引き等での還元

実地調査・
意見交換・
連携

浅見真理（科学院）、伊藤 禎彦・中西 智宏（京都大学）、小熊 久美子（東京大学）、増田 貴則（科学院）
牛島 健（北海道総研）、山口 岳夫（水道技術経営パートナーズ）、木村昌弘・沢田牧子（科学院）
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広域連携事例
香川県 香川県内の8市8町の統合，それぞれの市町に多くの簡易

水道が存在している．これらの水道施設のレベルは様々
であるが，10 年後の施設レベル統一に向け，それぞれ
の市町ごとに料金を設定することで市町間の不平等感を
無くす取組を行っている．香川県は，広域連携に関する
国庫補助金を利用．

沖縄県 沖縄県の本島周辺離島8村（粟国村，渡名喜村，渡嘉敷
村，座間味村，南大東村，北大東村，伊平屋村，伊是名
村）の簡易水道は，水源水質の悪化，渇水による制限給
水，沖縄本島と比べて割高な料金など，多くの問題が顕
在化し，質・量・料金などの水道サービスの地域間格差
が生じており，格差是正が喫緊の課題であった．これら
の課題解決を図るため，企業局が水源から浄水処理まで
を担い，沖縄本島と同等の条件で離島8村に水道水を供
給するため，平成28年度から広域化を開始し，令和7年
度までに8村に水道用水を供給する計画．
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市町村合併、委託、応援事業、事務委任事例
宮城県
仙台市

平成13年度の上水道事業への統合に先立ち，消毒のみの簡易水
道を100軒に配水する施設と50軒に配水する施設をUF 膜ろ過
施設へ更新．職員年 2 回と業者が年2回点検を行うが，通常は
週3回（月水金）の定期巡回を外部委託し，無人で，残塩と濁度
のみ遠隔監視を実施．非常災害用浄水装置を恒久施設として導
入，建屋に既存の市販の物置を利用するなど効率化を図った．

静岡県
浜松市

住民福祉の観点から，安全で安心な生活用水を供給するため，
水道の行き届かない家庭に対して平成21年度に「生活用水応援
事業」を創設．飲供の施工主体は市であるが，小規模未普及地
域における施工主体は住民であり，「生活用水応援事業」は住
民が行った水道施設整備工事や修繕工事や水質検査や施設点検
等，維持管理に対し一定の助成を行う．浜松市事務分掌条例で
は小規模水道に係る業務を「健康福祉部」の「保健衛生に関す
る事項」としているが，水道における技術的なノウハウは上下
水道局が有していることから，市は地方自治法(昭和22年法律
第67号)第153条第1項の規定に基づき，市の衛生部局から浜松
市上下水道局へ事務委任している．
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簡易水道廃止、小規模施設技術支援
高知県大豊町岩
原地区
熊本県美里町払
川地区
他

簡易水道事業であっても，対象地域の給水人口が減
少し，他の水道との統合が困難である事業において，
水道事業としての要件を満たすことが難しい場合，
認可手続き上，簡易水道事業を廃止し，飲料水供給
施設として飲料水の供給を続ける施設がある．平成
30年度（厚生労働省水道課調べ）

静岡県静岡市 4件の簡易水道と7件の飲料水供給施設において，施
設の効率的統合，更新，飲料水供給施設への転換，
管理効率化を実施．

静岡県浜松市 地元企業が，FRPを加工し砂利・砂を充填した緩速ろ
過装置や，PAC・急速ろ過・滅菌装置をコンパクト
にまとめた沢水専用小型浄水装置を開発．
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災害対応機器を活用した取り組み例
長野県辰野町 可搬型浄水処理システム「アクアレスキュー」．膜ろ

過・逆洗の自動制御により24時間給水が可能で，災害
時の山間・へき地でのレンタルの実績が多いが，長野県
辰野町ではクリプトスポリジウム検出後の対策として，
小規模水道用に導入．

独立行政法人
水資源機構

災害時にレンタルする膜処理の可搬浄水装置を2台保有．
算定事例によると，1日当たりの稼働時間を10時間と想
定．

公益財団法人
水道技術研究セ
ンター

かねてより「小規模水道事業及び施設の再構築に関する
調査に係る研究」を実施．可搬型浄水装置56種につい
て，処理水量，装置構成，除去対象，積載可能車両，運
転方式等についてまとめた一覧表あり．
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小規模水道問題の位置づけ（概念図）

上水道

飲用水供給

その他

小
規
模
水

供
給
事
業

5,000人上水道

飲用水
供給

その他

100人

上水道

50人

過去 現在 将来 事業体数

人
口
分
布

今後簡易水道の
小規模化が加速

将来の簡易水道
の課題を先取り

11

24.3％
40.8％

・給水人口100人以下の簡易水道事業はH27現在約２４％
であるが、30年後には４０％を超える。
・現在の小規模水供給事業は将来の簡易水道の課題先取
り



管路・施設数等の推移（H23年度比）費用及び負担額の推移

給水人口：0.8倍

単位管延長：約1.3倍

管路延長：約1.0倍

R2年度残存簡易水道事業の過去10年間の推移

総費用：約0.5千円/人/月増加

負担額：約0.2千円/人/月増加
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・過去10年間でR２年度に残存している簡易水道の一人一月当たり総費
用は 5百円増加、負担額は2百円の増加
・この10年間で給水人口は約2割減少しているが、管路延長は変わらず



将来予測手法について
シミュレーションに用いる給水形態

ケース①：通常飲用水供給
ケース②：非飲用水供給（簡易処理）・飲用水宅配
ケース③：非飲用水供給（無処理・浄水器）・飲用水宅配
ケース④1,2：飲用水運搬給水（各戸１：４ｔ車、２：ｔ車）
ケース⑤：飲用水運搬給水（配水池：４ｔ車）

費用負担額算定のフロー
Y：建設費⇒(a)地方債＋(b)補助金等

(e)維持管理費①～⑤

(a)×金利⇒(d)地方債利息①～⑤

(i)運搬給水費 (車両費④⑤ 、人件費④⑤ 、各戸タンク④)

費用負担額（円/人/月） {(c)＋(d)＋(e)+(f)}/給水人口＋(g) ＋(h)＋(i)

(h)各戸浄水器③(g)宅配水費②③

給水人口・施設数・管路延長

(a)/償還期間⇒(c)地方債償還金①～⑤(f)水質検査費①②④⑤
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簡易水道の費用削減へ向けた対策の検討
対策内容と検討結果

P00 現状ベース

水量・管路延長：R2年度実績 給水人口：社人研推計値

P00

P10 水量減 補助基準に低減

P20 管路長減 給水人口に合わせて管路長減

P30 人口減抑制 地域から転入出均衡

P40 対策全て実施統合

R2

R27

現状ベース

①＋4.6千円

①-0.9千円④-4.0千円

①-3.9千円 ①-2.5千円 ①-1.8千円

・通常ケース①では管路長削減効果が大
・運搬給水ケース④では水量の影響が大

①-5.2千円
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事業個別の給水システムの検討手法

L：計画管路延長（ｍ）

Ni:現在給水人口(人）

ni：計画施設数（ｹ所）

So：計画水源

A地区 Ｂ地区 AB地区

Nai Nbi Nabi

La Lb Lab

nai,nat,nad nbi,nbt,nbd nabi,nabt,nabd

ｙ：負担額（円/人/月） ya yb yab

ya+yb>yab

A、B地区分散型 AB地区統合型

表流水･地下水

yes

no

国県補助金等負担額Su:補助金等

e
地区

f
地区

g
地区

3地区
統合

Ni 118 100 36 254
L 9,320 7,5303,170 16,450

ni １ １ １ １

So 表流水

Su 補助金等なし

ケ
I   
ス

e
地区

f
地区

g
地区

3地区
統合

① 14.6 14.9 24.6 10.9
② 16.9 17.1 25.4 13.6
③ 17.5 17.4 23.1 14.8

地区ケース別負担額（円/人/月）

Kモデル地区での検討事例
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事業個別の給水形態の検討手法

４ｔタンク車
進入の可能性

2ｔタンク車進
入の可能性

配水池まで運
搬の可能性

4ｔ車

2ｔ車

配水池

運搬給水
ケース④１

運搬給水
ケース④2

運搬給水
ケース⑤

N0：100人
L23＞2.7km
N0： 50人
L23＞1.7km

通常の管路による給水

N0＞50人

通常給水
ケース①ｃ

非飲用水給水
ケース③

浄水処理した飲用
水を管路で給水す
る通常の給水

無処理の非飲用水を各戸
ろ過し、飲用水は宅配水

運搬による給水

no

no

no

no

yes

yes

yes

yes

地理的地形的な運搬
車進入路確保の条件

整備後30年間平均負担額の比較による評価 16

N0：100人
L23 ＞3.9km
N0： 50人
L23 ＞2.0km

N0：100人
L2 ＞2.7km
N0： 50人
L2 ＞1.4km

N0：初期給水人口（人）
L23：送・配水管延長（km）
L2：送水管延長（km）



優位な給水ケースの分類図(表流水・補助金等なし）
（運搬給水ケース④ｃ1：4ｔタンク車）

運搬給水ケース④ｃ1

L・(1-α1）=(104,697/N0+2,910)
/(153.542/N0-0.0856・α3)

通常給水ケース①ｃ

L・（１-α1）：L23送配水管延長（ｍ）、α3：平均運搬距離/ L23 ＝１

負担額10千円/人/月
境界線

負担額7.5千円/人/月
境界線

費用負担額（千円/人/月）は、施設は単一系列、 α1：0.12として算定

④ｃ1と①ｃの境界線

④ｃ1と③の境界線
非飲用水給水

ケース③

17

一人当たり
約30m



将来予測部分まとめ

• 30年後には40％以上の簡易水道が給水人口100人以下に

• 現在の小規模水道問題が簡易水道の将来を先取り

• 小規模水道の将来シミュレーションモデルの構築

• 全国の簡易水道を対象に費用削減策の効果を検討

〇通常給水ケース①では管路延長減の効果大

〇運搬給水ケース④では使用水量減の効果大

• 個別事業に対する給水システム・形態の選定手法の検討

• 小規模水道対策として、管路等の削減、運搬給水等の導入に加
え、地域の活性化による人口確保等など多様で多角的な対応が
必要
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地方自治体対象アンケート

B調査（詳細調査）回答割合
Excelファイル提出 195

web回答 405
該当なし（メール） 23

計 623

水道法の適用を受けない小規模水供給システム等の衛生
確保対策を行う全国の地方自治体（都道府県、市、特別
区）計772件（A調査、B調査併せて送信）に対してメー
ルにて調査を依頼（うちメールエラー件数106件）

A調査（概要調査）︓47都道府県
B調査（詳細調査）︓都道府県・

市及び特別区
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水道行政を行う都道府県（出先機関）の設置数は、2～23箇所

都道府県（本庁）における小規模な水道
に対する衛生確保対策業務の所管状況

31%

7% 7%

31%

都道府県（本庁）直接所管区域あり、直接業務を実施

都道府県（本庁）直接所管区域なし、都道府県（出先機関）
や所轄する市等が業務を実施

都道府県（本庁）直接所管区域なし、出先機関等が業務を実
施 本庁への直接相談時は本庁が対応（出先機関等との連携も
含む）

都道府県（本庁）直接所管区域なし、出先機関が業務を実施
本庁への直接相談時でも基本は所管する都道府県（出先機関
）や市等を紹介し、出先機関等が対応

24%

町村の区域も含めて事務委任済み
都道府県（本庁・出先機関共に）として該当する事務は行っ
ていない

20 20



小規模な水道の最近の状況
把握している 103

一部把握している 197
把握していない 80

わからない 68
合計 448

消毒のみ 217
簡易ろ過 49
緩速ろ過 58
急速ろ過 73
除マンガン・除鉄 60
膜ろ過 49
紫外線処理 7
その他 46
把握していない 196
合計 755

公営 128
民営 134
組合営 117
地元管理 137
非公営 20
民間委託 7
経営種別は把
握していない 135
合計 678

把握されて
いないもの
も多い

21

（市町村・件）



小規模な水道の状況把握

受動的な
把握が多い

施設点検の頻度 97
水質検査の実施状況や頻度 190
水質検査の結果 204
困りごとの有無 73
その他 17
把握しているものはない 190

合計 771

定期的に（またはある時）現地で調査している
（能動的に把握） 100

定期的に（またはある時）郵送、電話等で調査し把握して
いる（能動的に把握） 46

変更の届出等がある場合把握している
（受動的に把握） 77

他自治体等からの情報提供により把握した
（権限移譲に伴う情報提供も含む） 55

昔から情報があったため、把握に至った状況はわからない 85
管内に施設がないため情報を把握していない 61
その他 100

合計 524 22

（市町村・件）



定期的に対応している（見回りに行
く、通知等の連絡をしている、講習
会を開く等能動的な対応を実施）

134

所有者、管理者、使用者等から問題
発生や相談があった場合に対応して
いる（受動的な対応を実施）

257

近年問題や相談等何もなく対応をし
たことがないが、相談等あれば対応
する予定

121

管内に該当する施設はあるが、対応
する予定はない 30

管内に該当する施設がないため対応
したことがないが、施設を把握した
場合は定期的に対応する予定

22

管内に該当する施設がないため対応
したことがないが、施設を把握した
場合でも定期的に対応する予定はな
い

38

わからない 50
合計 652

飲用井戸等衛生対策要領で示されて
いる１１項目 137

飲用井戸等衛生対策要領で示されて
いる１１項目から亜硝酸態窒素を除
いた１０項目
（平成２６年改正前の項目）

20

１１項目＋その土地に必要な項目 65
クリプトスポリジウム等関連項目
（指標菌検査等） 53

水道法に定められている５１項目 96
管内に施設があるが、水質検査項目
について把握していない 184

受動的な
把握が多い

小規模な水道の状況把握

23

（市町村・件）



自治体として行った協力・支援等対応
（概ね３年以内）

0 100 200 300

現地で施設の確認や助言等の実施

地域で講習会、研修会、相談会等の開催

新しい情報を得た場合の周知

助言・説明等対応した（電話相談等も含む）

事故時や相談時に対応した

管内に施設があるが、対応したことがない

管内に施設がないため、対応したことがない

24

（市町村・件）



小規模な水道での困りごと
0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

水量が足りない

雨が降ると濁りが発生する

水質が悪い

水源がつまりやすい

施設が老朽化している

漏水が多い

ろ過池がつまりやすい

砂の補填が難しい

予算がない

維持管理をする人が足りない

市町村等の水道から水を引きたい

近くの小規模な水道と管理等を一緒にしたい

近くの小規模な水道と施設を統合したい

その他

25

（市町村・件）



小規模な水道の持続のため得たい
他機関からの協力内容

0 50 100 150 200 250

都道府県や近隣自治体と連携、事例紹介や相談体制

地域で講習会や勉強会、相談会の実施

オンラインで講習会や勉強会、相談会の実施

機材のレンタル、共同委託などの方法が知りたい

専門家に相談したい

アドバイスを受けたい現地で活動に来てほしい

管内に該当する施設がないため、わからない

協力や情報は必要ない

その他

26

（市町村・件）



上水道

飲供

簡易水道

上水道

人
口
密
度

中心からの距離

飲供

簡易
水道

人
口
密
度

中心からの距離

広域化

簡水・飲供

上水道
人
口
密
度

中心からの距離

上水道の効率化が
必要となる場合

技術支援・水質管理

技術支援・水質管理
分散型水供給・運搬給水

人口密度と上水道・簡易水道・
その他の今後の方向性（概念図）

小規模水供給
システム

小規模水供給
システム

小規模水供給
システム

27



https://www.mlit.go.jp/common/001042019.pdf 28



一人当たり管路延長と方策（試案）

概ね30m/人以下の地
区

概ね30m/人を超える地
区

概ね100m/人を超える
地区

水質に問題
浄水施設の効率化、管
路の整備。地域の核と
なる施設に。

簡易配管、災害用浄水装
置、各戸浄水処理装置な
ども含め、柔軟に対応。
機器のメンテを住民の中
で詳しい人に委託するな
ど。

運搬給水を含め行政で
給水拠点に給水、また
は住民に委託し、配達
するサービスも水道と
してメニューに加える。

処理、消毒
水量、予算があれば、処理方法は様々ある。簡易な装置、リースも。
消毒の基本は、塩素処理として、各戸UV-LEDなどと組み合わせ。

新規水源 水源改良 ⇒集水埋渠 他から補給水

水質検査 水質検査は自治体で、もしくは年間維持費用の30%以内に収まってほし
い。

29



簡易水道統合影響の試算
上水道３倍経費（設定：１人月額・円）

料
金

(円
／
月

) 

厚生労働省計算

簡水をすべて統合した場合の料金上昇

簡水を統合した場合の料金上昇額
（都道府県単位・単純計算）

30



水道法での「水道」の定義：「導
管及びその他の工作物により、水を
人の飲用に適する水として供給する
施設の総体」供給水は「飲用」

上水道の遠隔地
旧簡水・飲料水供給施設

営農雑用水など

地域水道サービス
として共同、委託
等による実施（地
元、水道OB、広
域連合、NPO等
の受け皿）

ガス、買い物、ガソ
リン、電力、消防、
廃棄物、宅配、医療、
地域包括ケア等と連
携した協力

将来に向けて（試案）

ハザードマップ、
コンパクトシティ
化と合わせた誘導
も必要

維持管理しや
すい浄水施設
等への更新 31

廉価配管・運搬給
水・浄水器による
二元給水と維持管

理サービス

マイクロ小水力、
小水力発電と水道
更新、地元の協力
者に委託するビジ

ネスモデル

災害対応、
SDGs、カーボ
ンニュートラル、
地元連携など



本日の内容

32

13:30～ 趣旨説明（国立保健医療科学院 浅見真理）
13:35～ ご挨拶（厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 東利博室長）
13:40～ 将来人口を踏まえた今後の水供給（国立保健医療科学院 浅見真理、木村昌弘）
14:00～ 住民との連携に関する検討（京都大学大学院 伊藤禎彦）

－休憩－
14:40～ 小規模水供給向け技術を用いた事例検討（東京大学大学院 小熊久美子）
15:00～ 小規模水供給システムの維持管理と住民協力（国立保健医療科学院 増田貴則）
15:20～ 北海道における住民との連携事例（北海道立総合研究機構建築研究本部 牛島健）

－休憩－
15:50～ 各地の取組み

福島県保健福祉部 阿部喜充
水道運営技術パートナーズ 山口岳夫
日水コン 金田修司
メタウォーター 戸田光
三菱ケミカルアクア・ソリュ－ションズ 浦幸久

16:50～ 討議（効果的な情報共有、今後の方向性について意見交換）
17:30    閉会



以下、参考資料
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簡易水道（非法適用）の事業数と人口推移の内訳

簡易水道事業数の推移の内訳R2年度を基準とした簡易水道の町村人口比
簡易水道事業年鑑施設非法指定・業務概況及び歳入歳出決算に関する調

非過疎町村人口のピーク：
H12年度

事業統合等により簡水全体では過去10年で事業数半減

人口5千人以下過疎簡水では若干増加

過疎町村：減少継続

出典：「日本の地域別将来推計人口（2018年推計）」国立社会保障・人口問題研究所

今後減少が加速

34



一人当たり費用負担額の計算フロー（詳細）

一日最大給水量

Y：建設費⇒(a)地方債＋(b)補助金等 (e)維持管理費①～⑤

(f)水質検査費

(g)各戸浄水器③ (h)宅配水費②③

(i)運搬給水費 (車両費④⑤ 、人件費④⑤ 、各戸タンク④)

ケース①：飲用水給水
ケース②：簡易処理+宅配水
ケース③：浄水器+宅配水
ケース④⑤：運搬給水

負担額（円/人/月） {(c)＋(d)＋(e)+(f)}/給水人口＋(g)＋(f)＋(h)＋(i)
35

(a)×金利⇒(d)地方債利息

重回帰式

①④⑤51項目
②11項目,③なし

費用関数

一人一日最大給水量

給水人口 施設数 管路延長

④導水管
⑤導・配
水管

(a)/償還期間⇒(c)地方債償還金

償還期間
⇒耐用年数

過去10年平均

Φ50
費用関数

（a)/Y⇒過去10年平均



費用負担額算定の一般式（表流水）

ケース①ｃ： 建設費＋支払利息：
y＝（78.356・L/Ni＋444.7・Qi20/Ni＋1,345.7・Qi30/Ni
＋(5,090.8・ni+1,828.1・nt+1,796.7・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝17.068・L/Ni＋91,554・nt/Ni＋143,127/Ni+751.6
水質検査費：ｙ＝49,151/Ni

36

ｙ:費用負担額（円/人/月）、Ｌ：総管路延長（ｍ）、Ni:給水人口（人）
Qi20 Qi30：耐用年数20年、30年施設のi年後の施設能力（ｍ3/日）
ni:取水施設数、nt：浄水施設数、nd：配水池数、γ：地方債割合

出典：「一般貸付における長期貸付金利」（地方公共団体金融機構HP）

管路・配水池
（年金利：1.02％、30年間合計利子率16.3％）

取水・浄水施設
（年金利：0.76％、20年間合計利子率8.0％）



ケース②： 建設費＋支払利息：

y＝（78.356・L/Ni＋444.7・Qi20/Ni＋1,345.7・Qi30/Ni
＋(5,090.8・ni+1,828.1・nt+1,796.7・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝16.739・L/Ni＋86561・nt/Ni＋139,660/Ni+720.2
水質検査費：ｙ＝773/Ni、 宅配水：ｙ＝3,000

ケース③： 建設費＋支払利息：

y＝（78.356・L/Ni＋1,345.7・Qi30/Ni
＋(5,090.8・ni+1,796.7・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝16.739・L/Ni＋139,660/Ni+662.0
水質検査費：ｙ＝0、 各戸型膜ろ過装置：ｙ＝1，989 、宅配水：ｙ＝3,000

37

ケース④ｃ1： 建設費＋支払利息：
y＝（78.356 ・α1 ・L/Ni＋444.7・Qi20/Ni＋1,345.7・Qi30/Ni
＋(5,090.8・ ni+1,828.1・nt+1,796.7・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝ 17.068 ・α1・L/Ni＋91,554・nt/Ni＋143,127/Ni+751.6 
水質検査費 ：ｙ＝49,151/Ni、 各戸配水タンク：y＝ 342 
運搬給水費 ：ｙ＝65,068・Tn④1/Ni+(12.84+0.000428・L/nd・（1-α1）・α3)・q3



ケース④ｃ2： 建設費＋支払利息：
y＝（78.356 ・α1 ・L/Ni＋444.7・Qi20/Ni＋1,345.7・Qi30/Ni
＋ (5,090.8・ni+1,828.1・nt+1,796.7・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝ 17.068 ・α1・L/Ni＋91,554・nt/Ni＋143,127/Ni+751.6
水質検査費 ：ｙ＝49,151/Ni、 各戸配水タンク：y＝ 342 
運搬給水費：ｙ＝52,055 ・Tn④2/Ni+(19.26+0.000856・L/nd・（1-α1）・α3)・q3

38

ケース⑤ｃ： 建設費＋支払利息：
y＝（78.356・α2・L/Ni＋444.7・Qi20/Ni＋2,691.4・Qi30/Ni
＋(5,090.8・ni+1,828.1・nt+3,593.4・nd）/Ni）・γ

維持費：ｙ＝ 17.068・ α2 ・ L/Ni＋91,554・nt/Ni＋143,127/Ni+751.6
水質検査費：ｙ＝49,151/Ni
運搬給水費：ｙ＝65,068・Tn⑤/Ni+(6.42+0.000856/nd・L・（1-α2）・α4)・q3

Ｌ１：導水管延長（ｍ）、Ｌ２送水管延長（ｍ）、Ｌ３：配水管延長（ｍ）
α1＝L1/L、α２＝（Ｌ１＋L3）/L、
α3：平均運搬距離とその代替えとなる送・配水管路延長の比
α4：平均運搬距離とその代替えとなる送水管路延長の比
ｑ3:一人一日使用水量（m3/日）、Tn：給水車台数（台）（1日運転時間：12時間）



今後の給水形態ケース別の費用負担額
• P0：現状ベース（過疎簡水）

P00補助金等を考慮しない場合 P01補助金等を考慮した場合

+4.6千円/人/月

+2.6千円/人/月-2.8千円/人/月

-4.8千円/人/月

• P00（補助金等を考慮しない場合）：R2⇒R27（6.8⇒11.4千円）4.6千円増加

• P01（ 〃 〃を考慮した場合） ： R2⇒R27（4.0⇒6.6千円）2.6千円増加

• R2では補助金等により2.8千円減少するがR27年度にはP00のR2と同程度に増加

給水人口 R2:2,447人⇒R27:1,309人 γ（地方債/建設改良費） 100％⇒41％
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R2：過疎簡水 事業数 給水人口 最大給水量 管路延長 浄水施設数 配水池数

平均値
290 

2,447人 683L/人/日 85,416ｍ 4.7個所 12.5個所

中央値 2,092人 573L/人/日 65,383ｍ 3個所 9個所

現状ベースでのケース①ｃ計算値とR2実績値との比較

• 計算値が少し低め、個々にはばらつきは大
きい⇒全体平均としては10％程度の誤差

平均値と中央値による計算値と実績値の比較 個々の計算値と実績値の比較（過疎簡水）

• 現状で補助金を考慮した場合（P01）の
通常給水ケース①ｃと実績値を比較

出典：R2年度版地方公営企業年鑑（簡易水道事業の施設及び業務概況（法非適用））（総務省）

簡易水道
事業（非
法適用）
の現状
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R27年度の対策別の検討結果（過疎簡水、補助金等なし）

• P10：使用水量減

• P20：管路延長短縮（使用水量減） • P30：人口減少抑制（使用水量減）

• P00：現状ベース

給水人口 1,309人

一人一日最大給水量 683 L/人/日

管路延長 85,416ｍ

給水人口

一人一日最大給水量 300 L/人/日

1,708人管路延長 45,904ｍ

41



優位な給水ケースの分類図 (表流水・補助金等なし）
（運搬給水ケース④ｃ2：2ｔタンク車）

運搬給水ケース④ｃ2

通常給水ケース①ｃ 非飲用水給水
ケース③

L・(1-α1）=(83759/N0+4194)
/(153.542/N0-0.1712・α3)

④ｃ2と①ｃの境界線

④ｃ2と③の境界線

L・（Ⅰ-α1）：（送水管＋配水管）延長（ｍ）、α3：平均運搬距離/ L23 ＝１

負担額10千円/人/月
境界線

負担額7.5千円/人/月
境界線

費用負担額（千円/人/月）は施設は単一系列、α1：0.12として算定
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運搬給水ケース⑤ｃ

通常給水ケース①ｃ

非飲用水給水
ケース③

L・（1-α2） ＝(107,588/N0＋1,855)
/(153.542/N0-0.1712・α4) 

優位な給水ケースの分類図(表流水・補助金等なし）

（運搬給水ケース⑤ｃ：4ｔタンク車）

⑤ｃと①ｃの境界線

⑤ｃと③の境界線

L・（Ⅰ-α2）：送水管延長（ｍ）、α4：平均運搬距離/ 2L2 ＝１

負担額10千円/人/月
境界線

費用負担額（千円/人/月）は、施設は単一系列、 α2：0.89として算定
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真庭市十字屋
ホームページ
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真庭市企業の取組み

真庭市十字屋
ホームページ
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